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１．はじめに
　中国の廃棄物原料輸入規制が日本の資源循環に大きな影響を与えている。輸入規制の影響を大きく受けたのは、中国への輸入量の大きかった雑品スクラップと廃プラスチックであり、これらは国内の処理・リサイクル先において互いに影響を与えている。本稿では、主に2000年以降、中国への雑品スクラップと廃プラスチックの輸入を増加させてきた問題の構造と輸出量の内訳を検証しながら、国内における資源循環に向けた課題を論ずる。
２．雑品スクラップの輸出の概要
雑品スクラップは、「金属スクラップ」「ミックスメタル」などとも呼ばれてきたが、解体業者・工場や家庭・事務所など様々な場所から使用済みになって排出される、未解体・未選別の金属スクラップを指し、鉄を主重量としつつも非鉄金属・プラスチックなどを含む。主に解体業者・工場から発生されるものを工業系、主に家庭などから発生するものを家庭系の雑品スクラップと呼ぶ。家庭系にはエアコン、洗濯機をはじめとする家電4品目の他に、中型・小型の家電（炊飯器、電気ポット、扇風機など）が多数存在する。中国へ多量に輸出され、手作業で分別された後に金属原料として再生利用されてきた。

雑品スクラップの輸出量は明らかではないが、報告者らは2004年～2008年の輸出量を年間130～200万tと推計してきた。貿易統計においては、鉄スクラップの中でも「その他の鉄スクラップ（輸出統計品目番号は7204.49-900）」の品目区分で輸出されてきたが、2010年前後はこのうち中国向けが200万tを超えるレベルであった。2015年に「その他の鉄スクラップ」から「シュレッダーくず」が分化され、中国の輸入規制強化とともに2016年、2017年、2018年はそれぞれ173万t、162万t、90万tと減少している。近年はこれが雑品スクラップの中国向け輸出量に近いと考えられるだろう。
雑品スクラップの輸出に与える要因は、輸出による利益が大きい。日本国内での輸出規制に関して、バーゼル法や廃棄物処理法を適用しにくい状況であったが、2018年4月施行の改正廃棄物処理法によって、有害使用済機器と称する区分が創設され、保管および処分を行う業者に対する届出と保管・処分基準が適用されたことから、廃棄物処理法の規制対象となった。
３．中国に輸入規制に伴う雑品スクラップの影響
中国においても、雑品スクラップに含まれる電気電子機器に対して、2002年以降の廃棄物原料に関する輸入規制基準をはじめ、輸出国において海外貨物供給企業登録（輸出業者登録）や船積み前検査を課すことで、強い輸入規制を適用していた。しかしながら実際には、2013年のグリーンフェンスに続く、2017年のナショナルソードで輸入規制の圧力を本格化させたと考えられる。
中国に輸出されていた170万t程度（2016年）の雑品スクラップが輸出できない事態となったことで、これらは小型家電リサイクル業者や自治体の廃棄物処理施設に入る場合が多い一方で、国内で滞留して保管業者における保管量が増加したり、管理が十分できないまま火災に至る事例も発生している。また、報告者らのヒアリングなどによって、これまで輸出に関係していた業者が、日本国内で資源循環を行ったり、あるいは中国の輸入規制にかからないような原料にまで加工を行うような、新規事業を始める業者もみられる。さらに、破砕選別が行われた後に発生するダストの処分が課題となっている。

このような雑品スクラップのリサイクルに由来するプラスチック含有のダストは、廃プラスチックのリサイクル・処理のルートと重なるため、雑品スクラップと廃プラスチックは中国の輸入規制の影響を受けて、国内では限られたサーマルリサイクルや処分場の能力を双方から逼迫させている構造が考えられている。
４．おわりに
これまでは有価物として取引され、中国などに輸出されてきた雑品スクラップと廃プラスチックが、中国の輸入規制の影響によって大きく影響を受けている。取引きが逆有償化して、国内で滞留して保管業者などであふれる事態が始まっている。また、雑品プラスチックと廃プラスチックの双方がサーマルリサイクルなどの施設の限られた能力を逼迫させている現状が理解できた。国内の処理施設の能力向上と高度選別を伴う設備によって、廃プラスチックの有効利用促進とダスト削減などが求められる。
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